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要旨：コンクリート構造物の塩害対策を効果的に実施するためには，その要因となる構造物に作用する飛来

塩分量を精度良く予測することが有効的である。本研究では，飛来塩分の発生量に関連する海岸環境の条件

をパラメータ化するために，新潟県沿岸で飛来塩分の現地調査を実施し，海岸環境に応じた飛来塩分量の算

定手法の開発を行った。さらに，海岸環境を数値化する簡易的な方法として，空中写真を利用する手法につ

いて検討を行った。その結果，空中写真を利用して海岸環境を数値化し，それに応じた飛来塩分量の算定手

法を確立できたとともに，消波施設の設置により飛来塩分量が 2 倍程度増加することが明らかになった。 
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1. はじめに 

鉄筋コンクリート構造物に作用する海域からの飛来

塩分は，コンクリート内部の鉄筋を腐食させ，構造物に

致命的な欠陥を引き起こす要因となる。このような構造

物の欠陥に対して，塩害対策を効果的に実施するために

は，その要因となる構造物に作用する飛来塩分量を精度

良く予測することが有効的である。飛来塩分は，海域か

ら発生し，大気中を風によって輸送されるような物質で

あるため，その予測精度を向上させるには，飛来塩分の

発生・輸送・到達過程に関連する自然環境や構造物自体

の形状などの条件を可能な限り考慮して予測することが

重要となる。例えば，下記のような条件である。 

1) 飛来塩分の発生過程に関連する条件： 

海岸の構成材料(砂浜，岩礁)，砂浜幅，消波施設

の有無とその設置位置，海底地形，波浪 

2) 飛来塩分の輸送過程に関連する条件： 

陸域地形，海岸からの距離，標高・地表面からの

高さ，障害物(構造物，植栽)，気象(風速・風向) 

3) 構造物への到達・付着過程に関連する条件： 

構造物の形状および表面状況，構造物の設置方向，

構造物周辺の気象条件(風向・風速，降雨) 

既往研究では，これらの各過程に関連した条件を考慮

して飛来塩分量を予測する方法として，数値シミュレー

ションを用いた研究が進められている。例えば，著者ら

1)および富山ら 2)が報告しているような汎用的な数値シ

ミュレーションを用いて，自然環境条件に応じた飛来塩

分量を予測する手法である。このような方法により，構

造物に作用する飛来塩分量を高精度で予測できることが

報告されている。ただし，このような数値シミュレーシ

ョンを用いた方法では，計算負荷が大きいといった欠点

があり，多くの橋梁の維持管理を対象にした場合に膨大

な時間と労力が生じるといった問題がある。 

そのため，このような研究と並行で簡易的な算定式に

よる飛来塩分量の予測手法の研究が進められている。例

えば，一般に広く利用されているものとしては，コンク

リート標準示方書 3)のような距離と高さによって，構造

物の表面塩分量を定める方法である。また，宇多ら 4)は，

飛来塩分の全国調査結果を整理し，海岸の構成材料(砂浜，

岩礁)を係数で区別した経験式を提案している。著者ら 5)

は波の波高と風速に応じて飛来塩分量を算定する算定図

を報告している。これらの研究成果により，飛来塩分量

と海岸からの距離および高さ，自然環境条件(風速)の関

係は定量化されつつある。 

しかしながら，実構造物では，それぞれの構造物で周

辺地形および構造物自体の形状が異なるため，海岸から

の距離や高さを定量化しただけでは，塩分量を十分な精

度で予測することができない場合がある。例えば，海岸

から対象とした構造物の間に障害物が多数されている場

合などである。そのため，各過程に関連する条件を事前

にパラメータ化しておき，それらを組み合わせて算定で

きるような手法が有効的である。ただし，構造物周辺の

多くの条件をパラメータ化できていないのが現状である。 

本研究では，飛来塩分の発生量に関連する海岸環境の

条件をパラメータ化するために，新潟県沿岸で飛来塩分

の現地調査を実施し，その結果から海岸環境に応じた飛

来塩分量の算定手法の開発を行った。さらに，個別の海

岸環境を数値化する簡易的な方法として，空中写真を利

用する手法について検討を行った。 
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2. 飛来塩分量の現地調査 

2.1 調査箇所および調査期間 

 新潟県沿岸に位置する海岸において，飛来塩分の現地

調査を実施した。調査箇所は，新潟県の佐渡地方を除く

沿岸全域である。この地域は，冬季の季節風の作用によ

り，飛来塩分が大量に輸送される地域であり，橋梁等の

コンクリート構造物の塩害も多数報告されている。調査

期間は，2016 年 2 月 11 日～5 月 5 日の 75 日間である。 

2.2 調査方法 

 飛来塩分の採取はモルタル供試体を用いて行った。供

試体に用いたモルタルの配合を表－1 に示す。セメント

は普通ポルトランドセメント(密度 3.16kg/cm3)，細骨材は

川砂(密度 2.96g/cm3)を用いた。寸法は縦 30mm×横 40mm

×高さ 5mm である。供試体は気中養生後，供試体の暴

露面以外を防水加工した。供試体の暴露期間終了後は現

地から分析室まで運び，モルタルを粉砕後，塩分量の測

定を行った。測定方法は JCI-SC4「硬化コンクリート中

に含まれる塩分の分析方法」に基づき試料の処理を行い，

イオン電極により塩化物イオン量の測定を行った。 

2.3 供試体の設置位置および測点の配置 

塩分量の現地調査では，塩分を採取するための供試体

は，橋桁へ作用する塩分量を直接測定するために，橋桁

側面部に設置することが一般的である。ただし，橋桁に

供試体を設置する方法では，設置位置で採取される塩分

量が変化する可能性があり，海岸環境による違いを詳細

に評価することが困難となる。例えば，富山ら 2)が橋桁

の各部位を対象とした飛来塩分量を調査した結果では，

各部位で作用する飛来塩分量が大きく異なることが明ら

かにされている。佐伯ら 6)は，同一構造物の周辺であっ

ても塩分の測定位置が少し離れただけで，周辺地形形状

等のミクロな環境条件の影響を受けて塩分量が大きく異

なる場合があることを報告している。海岸環境に応じた

飛来塩分量の違いを把握するためには，陸域の障害物や

構造物自体の形状の影響を受けない位置に供試体を設置

する必要がある。本検討では，海岸環境が飛来塩分量に

及ぼす影響を確認することが目的である。そのため，供

試体を設置する構造物の形状が同様で，海域から設置位

置までの間に障害物がない条件として，図－1 のような

海岸の直立堤防に供試体を設置することとした。ただし，

すべての箇所で直立堤防が設置されている状況ではない

ため，直立堤防に設置できない調査地点は，直立堤防以

外の堤防や電柱，看板に設置した。 

 測点は図－2 に示す 34 地点に配置した。調査地点は，

砂浜幅，消波施設(消波ブロック)の有無の違いを把握で

きるように選定した。供試体の設置高さによっても測定

される飛来塩分量が異なると考えられるため，測点

No.18 は堤防の高さ方向に地面から 0.0m，0.5m，1.0m，

1.3m(天端付近)の位置に設置した。測点 No.27 は，同様

の海岸での飛来塩分量の差を確認するために，沿岸方向

の 0.5km の範囲に 6 点の測点を配置した。 

2.4 供試体の設置位置の検討 

 飛来塩分を採取するための供試体の設置位置は，現地

調査結果の飛来塩分量に直接関係する重要な項目である。

そのため，数値シミュレーションを用いて堤防に到達す

る塩分量の分布について試算を行い，供試体の設置位置

について検討を行った。 
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図－2 測点の配置 
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図－1 供試体の設置状況(直立堤防) 

水セメント比
(%)

単位量(kg/m3)

水 セメント 細骨材

50 306 612 1320

表－1 モルタル供試体の配合 
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(1) 数値モデルおよび基礎方程式 

数値モデルは，著者ら 1)を参考に非圧縮 N-S 方程式モ

デルを用いて風の計算を行った。飛来塩分の大気中の輸

送過程および構造物への到達過程は，風から受ける力を

外力とした式(1)および(2)のような塩分粒子の運動方程

式で計算を行った。 
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ここで，x p，yp，zpは塩分粒子の座標上の位置(m)，u，v，

w が風速(m/s)，up，vp，wp が粒子の移動速度(m/s)，g は

重力加速度(m/s2)，CD は抵抗係数，ρa，ρp は空気およ

び海水の密度(kg/m3)，ap は粒子が風を受けた投影面積，

mpは粒子の質量，ws は粒径に応じた粒子の沈降速度(m/s)，

t は時間(s)である。 

(2) 計算条件および境界条件 

計算領域は，図－3 のような海岸堤防周辺をモデル化

した 3 次元地形で計算を実施した。海岸堤防前面の砂浜

は勾配 1/10 の一定勾配とした。海岸堤防は，一般的な直

立堤防として，天端幅 50cm の海岸側に波返しが設置さ

れている形状とした。風の計算における計算格子間隔は，

水平方向 0.050m，鉛直方向 0.025m である。 

風速は 12m/s を設定し，飛来塩分粒子の粒径は 40μm

を設定した。飛来塩分粒子の配置は，計算領域の海側に

式(3)のような鉛直分布を与えた。 
)exp()( 0 zaczc w ⋅⋅=               (3) 

ここで，c0(=100)は底面での飛来塩分粒子数(個/m)，aw(=

－0.293)は飛来塩分粒子数の鉛直方向の減少率，z は地表

面からの高さ(m)である。計算に設定した塩分粒子数は

36 万個である。 

(3) 供試体の設置位置の検討結果 

 図－4 は，堤防に到達した飛来塩分粒子の分布を示し

た結果である。図に示すように，飛来塩分粒子は，直立

堤防の上部付近で到達数が多くなる傾向が見られる。ま

た，堤防周辺の風速が異なる場合でも計算を実施したが，

同様の傾向が見られたことから，供試体の設置位置は堤

防上部の天端付近の海側面とした。 

2.5 調査結果 

(1) 供試体の設置位置による塩分量 

供試体の設置位置による飛来塩分量の違いについて

整理したものを図－5 に示す。図の値は，測点 No.18 に

設置した高さが異なる位置での塩分量である。図に示す

ように，測定された塩分量は高い位置で大きくなる傾向

があり，堤防天端付近で塩分量が 4.36kg/m3，高さ 0.0m

付近で 1.47kg/m3 であった。これは，事前に実施した計

算結果と同様の傾向であり，堤防前面に砂浜があるよう

な海岸であれば，堤防の天端付近で塩分量が高くなる傾

向があることが調査結果からも確認できる。 

(2) 各測点の塩分量 

 図－6 は，各測点で採取された塩分量を整理した結果

である。白色の棒グラフは消波施設の設置がない海岸で

ある。図に示すように，海岸に設置した供試体の塩分量
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表面に到達した
飛来塩分

風

風速12m/s

砂浜

図－4 堤防表面への飛来塩分の到達分布 

図－5 鉛直方向の塩分量の調査結果(測点 No.18) 
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は，新潟県の沿岸方向にばらついて分布している傾向が

見られる。図－7 は，山田ら 7)を参考に波浪推算モデル

(SWAN)を用いて高波浪時の新潟県沿岸の波高分布を再

現計算した結果である。図では，佐渡の背後で波高が低

くなっていることが確認できる。飛来塩分の発生は波浪

に関係するため，波高が低減している測点 No.14～23 周

辺で塩分量が小さくなると想定していたが，測点 No.20

および 23 では塩分量が大きくなっており，波浪に関係す

るような傾向は明確に見られなかった。これは，各海岸

の局所的な地形や自然環境作用の違いのほうが，飛来塩

分量に大きく影響しているためであると考えられる。 

(3) 個別の海岸(測点 No.27)の塩分量 

 測点 No.27 の海岸の状況と飛来塩分量の調査結果を図

－8 に示す。この海岸は，他の測点と比較して全体的に

砂浜幅は短く，No.27-1 付近で 20～30m 程度，No.27-5 付

近で 42m 程度であり，図の中央部から右側部にかけて消

波施設が多数設置されている。 

現地調査で採取された塩分量は，図の測点 No.27-1～6

の平均が 1.23kg/m3であり，砂浜幅が 50m 程度の他の海

岸で測定した塩分量 3.3(No.9)，5.0(No.15)，3.5kg/m3 

(No.26) と比較しても少ない傾向であった。山田ら 8)の研

究で消波ブロックなどの消波施設が陸域の近くにある海

岸では，飛来塩分量が大きくなることが報告されている

が，それと逆の傾向になっている。これは，海岸に作用

している風の影響であり，調査期間中の風の最多風向が

西向で海岸線に対して平行な風であった。この風により，

風上の遠く離れた位置で発生した飛来塩分が，大気中で

減少しながら測点位置まで輸送されるため，塩分量が減

少したと考えられる。この結果から，砂浜幅や消波施設

の位置などの海岸環境から飛来塩分量を推定する場合，

海岸に作用する風の風向を考慮することが予測の精度向

上につながるといえる。 

 

3. 空中写真を利用した海岸環境の数値化 

3.1 海岸環境の数値化および空中写真の収集 

 現地調査で得られた結果から海岸近傍の塩分量は，海

岸環境に応じた局所的な条件を数値化し，算定式に組み

込むことができれば，簡易的な計算で飛来塩分量の予測

精度を向上させることが可能である。海岸環境を簡易的

に数値化する方法として，空中写真を利用する方法が有

効的であると考え，その検討を行った。 

空中写真は，国土地理院 8)が公開している写真と

Google によって提供されている Google earth9)を用いた。

国土地理院が公開している写真は，各測点で撮影された

最新のものを利用した。Google earth は，空中写真を観覧

することが可能であり，さらに写真上で緯度・経度およ

び距離を測定することができる。今回はこの機能も合わ

せて利用し，海岸環境の数値化を行った。 
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塩分量(0.90)

No.27-2
(0.95)

No.27-3
(1.83)

No.27-4
(2.37)
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図－8 測点 No.27における海岸環境と塩分量 

図－6 新潟県沿岸の飛来塩分量の調査結果 
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3.2 海岸環境の数値化の方法 

(1) 空中写真から数値化する海岸環境の項目 

 空中写真から判別できる海岸環境の項目としては，海

岸の構成材料(砂浜・岩礁等)，消波施設の有無(設置位置)

とその種類，砂浜幅，海岸の方向，その他の障害物の有

無(設置位置)とその種類がある。その中で，飛来塩分量

に大きく影響を及ぼす項目として，砂浜幅，消波施設の

有無とその設置位置，海岸の方向の数値化を行った。 

(2) 数値化するための測定方法 

 海岸の砂浜幅および消波施設の位置は，空中写真上で

基準点を決定し，そこからの距離を測定して数値化した。 

飛来塩分の予測は，風向を考慮することが重要であるこ

とがわかったため，砂浜幅および消波施設の位置の測定

には，海岸に作用する風の最多風向を考慮した。最多風

向の算定は，気象庁 10)が公開している風速・風向データ

を整理し，海岸線に垂直な±90°の範囲で平均風速

2.1m/s 以上のときの風向を整理した。最多風向の区分は

16 方位である。新潟県沿岸では，6 つの気象庁の観測点

が海岸近傍に設置されており，村上，新潟，寺泊，大潟，

糸魚川観測点の 5 点の観測結果を利用した。 

図－9 は，国土地理院が公開している空中写真を用い

て，各項目の測定方法を示した一例である。この海岸の

最多風向は西向であり，砂浜幅は基準点から空中写真の

海と陸の境界までの距離とした。消波施設の設置位置は，

砂浜幅と同様の方法で，基準点から消波施設までの距離

を測定した。消波施設の種類は，消波ブロック，人工リ

ーフなど様々な種類があるが，今回の検討では種類の判

定は行っていない。空中写真から測定した各測点の海岸

環境を整理したものを表－2 に示す。表の設置角度は，

設置した供試体の暴露面に垂直な角度であり，今回は角

度の違いによる塩分量への影響は考慮しないこととした。 

ただし，空中写真から海岸環境を測定する場合では，

空中写真の撮影時の潮位や波浪の状況に影響を受けて砂

浜幅が変化するため，これらの修正方法を考えていく必

要がある。今回，対象としている日本海側では海域の潮

位差が小さいため潮位による影響は少ないが，波浪の影

響による砂浜幅の変動はいくつかの測点で見られた。 

 

4. 数値化した海岸環境に応じた飛来塩分量 

4.1 砂浜幅と消波施設の有無の影響 

 空中写真から測定した砂浜幅と飛来塩分量を整理した

結果を図－10に示す。図の黒色の丸印は消波施設が設置

されていない海岸，白色は施設が設置されている海岸，

灰色は施設が測点から 160m 以上離れている海岸である。 

 図に示すように，砂浜幅の増加にしたがい飛来塩分量

が減少している傾向が見られる。また，塩分量でばらつ

きが見られる測点 No.20，24，25，30，31 は，直立堤防

以外に供試体を設置したものである。塩分量が少ない測

点 No.3 は，直立堤防の天端ではなく，堤防天端と地表面
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図－10 砂浜幅と飛来塩分量の関係 
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表－2 空中写真から測定した海岸環境 
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の中間位置に設置した結果である。この結果より，塩分

量は，供試体を設置した構造物の形状や設置位置の影響

を受けて変化していることがわかった。 

 海岸に設置されている消波施設の有無を確認した場合

では，白色の印で示す消波施設が設置されている海岸の

ほうが，塩分量は大きい傾向が見られる。灰色で示す消

波施設が測点から離れた位置にある条件では，消波施設

が無い海岸の調査結果と同程度の塩分量となっている。

この結果より，飛来塩分量は消波施設の有無だけでなく，

その設置位置にも影響されており，消波施設が基準点か

ら十分に離れることで塩分量の増加が小さくなるといえ

る。今回の調査結果では，対象地点から 160m 以上離れ

た位置で塩分量が減少する傾向が見られた。ただし，こ

れは海底地形に応じた波浪や消波施設の構造形式(施設

の幅・高さ，ブロックの種類，不透過等)によって差があ

ると考えられる。 

4.2 飛来塩分量の算定手法と消波施設の有無の定量化 

海岸環境を考慮した飛来塩分量の算定式として，海岸

での飛来塩分の発生量，砂浜幅，消波施設の有無を考慮

した式(4)について検討を行った。 
)exp( xcc gs ⋅−⋅⋅= βα              (4) 

ここで，cs は海岸環境を考慮した飛来塩分量(kg/m3)，α

(=1.0)は消波施設による飛来塩分量の増加率，x は砂浜幅

(m)，β(=0.017)は砂浜幅による塩分量の減衰率の係数で

ある。cgは海域での飛来塩分の発生量(kg/m3)であり，施

設設置なしの調査結果の近似曲線から 6.69kg/m3とした。 

図－10の実線は，式(4)の算定式による結果を示したも

のである。図に示す実線は，消波施設が無い海岸および

消施設が遠くにある海岸での調査結果をよく再現できて

おり，塩分量は砂浜幅に対して指数的に減少する傾向に

あることがわかる。 次に，消波施設の有無の影響を定

量化するために，消波施設の設置による塩分量の増加率

αの感度解析を実施した。図の点線は，消波施設による

影響を示す係数αを 2.0 にしたときの算定結果である。

図に示すように，係数αを 2.0 にすることで，消波施設

が設置された海岸の調査結果を算定式で再現できること

がわかる。ただし，今回の消波施設による塩分量の増加

率を定量化するには調査結果の測点数が少なく，調査期

間も短いと考えられるため，より精度の良いパラメータ

を求めるには追加調査が必要である。 

 

5. 結論 

 本研究では，空中写真を利用した海岸環境の数値化と

それに応じた飛来塩分量の算定手法について検討を行っ

た。その結果，空中写真を利用して海岸環境を数値化し，

それに応じた飛来塩分量の算定手法を確立できたととも

に，消波施設の設置により飛来塩分量が 2 倍程度増加す

ることが明らかになった。 

 今後は，海岸環境に応じた飛来塩分の現地調査を引き

続き実施し，その結果を追加することで算定式のパラメ

ータの精度を向上させていく予定である。 
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